
1 頁

そ

利用者及び協力事業所

の

で就労している人数

1

他

72 185 190

18

　

4

①：予定どおり

ひら

】

つか就労援助センター

【

の新規相談者は１１５

協

名で、内３３名が一般

働

就労した。障害者福祉

：

的就労協力事業所奨励

】

金について
は、４事業

目

所に交付した。これら

的

により障がい者に就労

・

の機会を広げた。

Ａ：

目

成果があがった

標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

障害者就労促進事業

福

類

祉部　障がい福祉課

0 ハ1－030104－0 ー50000 ○ ●

02 基

ド

本目標２　　子育て、

ソ

長寿を楽しみ、安心し

フ

ていきいきと暮らせる

ト

まち
総合計画の

03 ③

根

〈健康・安心・福祉力

拠

〉その人らしく安心で

法

きる生活を支援する
位

令

置付け
02 2 多様な

等

地域課題に的確かつ総

対

合的に対応する地域密

象

着のサービスを充実す

・

る

神奈川県地域就労援

受

助センター事業実施要

益

綱

障がい者

□ □ □ ■

障

者

がい者に就労の機会が

事

広がり、職場に定着し

業

ています。 障がい者の

期

就労や職場定着を支援

間

するため、障がい者本

委

人や就
労援助センター

託

、福祉的就労協力事業

、

所などに助成します。

協

ひらつか就労援助セン

働

ター就労に関する相談

【

窓口設置日数 日

－

36

委

0 360 360

360

託

ひらつか就労援助セン

：

ター登録者数等 人

ひら

3

つか就労援助センター

セ

登録者数及び障害者雇

ク

用就労協力事業所就労

・

者数の合計

270 34

財

0 345

337

相談件

団

数 件

電話相談・来所等

企

による障害者の利用実

業

績

2,400 2,50

Ｎ

0 2,500

2,48

Ｐ

6

一般就労者数 人

ひら

Ｏ

つか就労援助センター



2 頁

位

0 0 0

0 0 0 4,54

施

9 0 0 0

0 0 12,9

策

65 9,031 13,

へ

040 0 0

0 0 25,

の

930 27,160 2

貢

6,080 0 0

0.0

献

0 0.00 95.47

高

0.00 0.00 0.

市

90 0.90 0.90

民

0.00 0.00

0.

満

00 0.00 0.00

足

0.00 0.00 0.

度

00 0.00

0 0 7,

を

552 7,552 7,

高

552 0 0

0 0 33,

め

482 34,712 3

る

3,632 0 0

● ○ ○

方

○ ○ ○ ○

多くの障がい

策

者を一般就労へ結びつ

業

けることができるよう

有

、ひらつか就労援助セ

効

ンターへの助成を継続

性

する。

ひらつか就労援

継

助センターの利用促進

続

を図るとともに、障が

に

い者の就労に熱意と理

よ

解があり、かつ、福祉

る

的就労の場を提供する

成

事業所の拡大を図る。

果

障がい者個々の特性を

向

把握し、就労先からも

上

信頼されて
いるひらつ

の

か就労援助センターと

可

連携して、障がい者の

能

就労を支援する。

性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 障がい者の就労の拡

出

大や職場適応能力の向

総

上を図るため
●□ 、就

合

労に関する相談、訓練

評

、職場開拓などを行う

価

ひらつ

□ か就労援助セ

市

ンターへの支援は必要

民

である。 ○
□
□ ひらつ

ニ

か就労援助センターは

ー

、障がいに関する専門

ズ

知識
●■ や職場開拓に

高

関するノウハウを有し

事

、障がい者の就労支

■

業

援策として非常に有効

目

である。 ○
□
■ 事業目

的

的が障害者自立支援法

の

の理念である就労支援

達

であ
●

□ り、十分に妥

成

当性は高い。
○

□
○

□

状

□ 国制度の障害者就業

況

・生活支援センター事

必

業との併設に
●

■ より

要

、補助金の効率化が図

性

られている。
○

□
○

□

市

平塚市自立支援協議会

の

と連携して、ひらつか

関

就労援助センターの活

与

用と機能強化を図り、

の

障がい者の就労を促進

必

する。

ひらつか就労援

要

助ひらつか就労援助ひ

性

らつか就労援助

センタ

低

ー運営支援センター運

事

営支援センター運営支

そ

援

など など など

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 12,9

他

65 13,580 13

上

,040 0 0

0 0 0 0




